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法人企業の内部資本蓄積と
租税特別措置
吉田義弘
民間企業の資本調達の源泉は外部資金と内部資金とに求められるoこの
内部資金は主に減価償却と利益の内部留保とで構成されており，内部資金
蓄積を促進する政策的措置の一つに税制の優遇措置があるo
一般に法人企業の内部資金蓄積は法人税率の引下げで促進されるが，わ
が国の場合には法人税率の引下げによるよりも，法構造に減価償却制度や
多種多様な非課税の引当金・準備金を創設拡充することで，法人税負担の
実質的軽減をはかることで，資本蓄積を刺激してきた。この法人税負担の
実質的軽減あるいは優遇措置を法人税法・法人税関係租税特別措置法で、み
ると，おもに(1)益金の損金参入制(2)法人所得ないし法人税額からの諸特別
控除とに大別される D この(1)と(2)とに該当する項目を整理すると，次のよ
うになろう。
( i ) 引当金・準備金
(ii) 特別償却
(iii) 技術等海外取引などの所得金額の特別控除
(iv) 受取配当等の法人税額からの控除
(v) 交際費・寄付金の益金不算入
この小稿では， ( i )と(ii)の引当金・準備金，特別償却制度を中心
に，種類を整理して，資本金階級別，業種別に利用蓄積状況とその性格を
浮き彫にしてみるoこれは租税政策が民開設備投資資金調達にどのような
有効性を与えたかを検討する方向づけの一部であるo
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引当金・準備金は将来発生すると予測される費用や損失をあらかじめ見
積り，費用計上することで，利益の社内留保蓄積する手段となっているo
現在わが国で創設されている引当金・準備金は多種多様であり，その種類
は以下の通りである o
引当金
貸倒引当金
返品調整引当金
賞与引当金
退職給与引当金
特別修繕引当金
製品保証引当金
準備金
価格変動準備金
海外市場開拓準備金
違約損失準備金
渇水準備金
原子力発電工事償却準備金
計画造林準備金
海外投資損失準備金
特定鉄道工事償却準備金
資源開発投資準備金
自由貿易地域投資準備金
商品取引責任準備金
証券取引責任準備金
株式売買損失準備金
3 ‘中小企業構造改善準備金
異常危険準備金
探鉱準備金
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電子計算機買戻損
失準備金
プログラム保証準
備金
下請中小企業振興
準備金
特定ガス導管工事
償却準備金
公害防止準備金
通貨調整準備金
特別償却準備金
債券償却特別勘定
返品債券特別勘定
等である。
極めて多種多様な非
課税の引当金・準備金
のうち，利用度が高く
金額的に重要な役割を
もっ，貸倒引当金，価
格変動準備金，退職給
与引当金の利用蓄積状
況を資本金階級別，業
種別にみよう o
(1) 資本金階級別
留保
表1から，貸倒引当
金の留保総額は19.712
億円にのぼり， 1"-'5 
までの階級が13.5%，
引当金状況
区 分 i車問問叫持主
資本金階扱別l
1 100万円未満
2 100万円以上|
3 50a万円 P
4 1，000万円 P
5 5，000万円 P
6 億円グ
百万円1
64，030i 
73，3811 
5M218，moi 
65，1011 
196，356 
百万円
32，889 
18，976 
23，105 
125，9091 
65，1401 
284，541 
百万円
8，286 
37，976 
29，523 
99，582 
28，649 
71，815 
7 10億円 11 2民 3081 373，9叫 98，323 
8 50億円" i 111，5731 202，9641 45，951 
9 100億円" 764，0611 843，7281 200，684 
一一守 J2ぶ?_， 6~ll. 1， 971 ~ 1 ~21 620，789 
業種別
農林水産業 2，8831 13，8441 3，176 
鉱業 7，9131 42，9991 3，549 
建設業 33，8561 67，4311 4，918 
繊維工業 19，3581 50，1521 24，222 
化学工業 75，8貯 275，7691 64，170 
鉄鋼金属工業 50，2791 169; 2601 48，658 
機械工業 137，1961316，9811 95，479 
食料品製造業 14，495[ 67，5951 21，281 
出版印刷業 11，4叫 紙叫 5，328 
その他の製造業 33，2311 45，3861 30，431 
卸売業 458，309: 120，0741 143，626 
小売業 37' 900! 36，0211 35，345 
料理飲食旅館業 2，3361 6，8601 481 
金融保険業 1 871 ， 3661 186，0861 128，405 
不動産業 5，9811 8，2161 3，937 
運輸通信公益事業 16，1581 470，0971 4，269 
サービス業| 11，9271 札 8381 2，599 
企業組合 2711 1，0981 253 
相互会社 52，4211 31，0401 400 
医療法人 468! 1， 979! 262 
計 i1，843，66111，971，1721 620，789 
(資料〉国税庁「法人企業の実態」昭和46年
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表2 会社数 6----8までの階級が43.7%，9の階級が
社 42.8%を占めており，資本金 1億円以上の
大企業が全体の86.5%を占めているo退職
給与引当金の留保総額は6，208億円であり，
資本金階級別|
100万円未満|
100万円以上|
500万円か
266，365 
503，026 
97，434 
84，090 
8，042 
1，000万円 F
5.∞0万円 f/
1億円 fI 7，346 
10億円グ 1，094
50億円 fI I 160 
1∞億円 fI I 169 
計 1_9笠三笠
業種別
農林水産業 10，104 
鉱業 5，401
建設業 96，973
繊維工業 24，979
化学工業 32，148
鉄鋼金属工業 45，9問
機械工業 46，633
食料品製造業 33，655
出版印刷業 23，899
その他の製造業 70，886
卸売業 158，292
小売業 176，ω7
料理飲食旅館業 48，888
金融保険業 13，267
不動産業 55，575
運輸通信公益事業 35，606
サービス業 84，617
企業組合
相互会社
医療法人
2，493 
18 
2，287 
計 I 967，726 
注〉資料は表1に同じ
1----5までの階級が32.9%，6.，8までの
階級が34.8%，9の階級が32.3%と，資本
金1億円以上の企業が67.1%を占めるoこ
れに対して，価格変動準備金の留保総額は
18，438億円であり， 1.，5までの階級が
25.9%， 6'"" 8までの階級が32.7%，9の
階級が41.4%と上記二種の引当金同様，資
本金 1億円以上の大企業が圧倒的に利用留
保を高いものとしているoまた，昭和46年
度の会社総数は約97万社を数え，このうち
資本金 1億円以上は約8，700社にすぎず，全
体の0.01%を占めて， 99.9%が1億円以下
の中小企業となっている。この0.01%の大
企業が上記三種の引当金，準備金の過半を
留保していることになるoとりわけ資本金
100億円以上の企業に留保されており，諸
引当金の性格が明確となっている。
(2) 業種別留保
表1から，貸倒引当金設定業種は通信運
輸公益事業，機械工業，化学工業，金融保険
業，鉄鋼金属工業に引当額が高く，卸売業
が続いている o価格変動準備金は金融保険
業が圧倒的に高く設定しており，卸売業，機
械工業となっている。退職給与引当金は卸
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売業，金融保険業，機械工業関係が高く留保しているo きて，会社総数の
業種別順位は，小売・卸売業，建設業，サービス業，その他製造業，不動
産業，機械工業，鉄鋼金属工業の順位となっており，業種別社数と引当金
状況をみると，卸売・小売業社数約33万で貸倒引当金は1，560億円でz化学
工業会社約32，000社は貸倒引当金が2，758億円であり，化学工業の留保額
は抜群の高きとなっているoこのようにしてみると，重化学工業，金融保
険業等の重要基幹産業あるいは国策的業種に引当金・準備金の積立留保が
多く，税の負担軽減の帰属が判明してくるo
??
特別償却制度は固定資産の投資と促進する意図をもって，通常のその耐
周年数を法的に著しく短縮して，高速償却，割増償却を認める措置であり，
投資水準の量的効果のみならず，質的効果をも高めようとするものであり，
各業種の固定資産について認められるものと，特定タイプの投資を促進す
る意図をもって限定された範閤の固定資産について認められるものとがあ
る。この制度では，わが国の基幹・重要産業の保護育成，国際競争力の強
化，企業設備の近代化，企業体質の強化，技術の振興等の多様な目的があ
り，とりわけ重要なものとしては次の特別償却があるo
合理化機械等の特別償却
新技術企業化用機械設備等の特別償却
中小企業者の機械等の割増償却
中小企業者等の機械の特別償却
ー流通合理化のための機械の特別償却
産業廃棄物再生利用設備の特別償却
公害防止機械設備の特別償却
労働者災害防止及消防設備の特別償却
f無公害生産設備の特別償却
中小企業構造改善にかかる割増償却
損耗度の著しい機械及装置の増加償却
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石油備蓄施設の割増償却
等がある。
分 liftil減価償却
百万円 百万円
資本金階級別
100万円未満 4，391 177，594 
1∞万円以上 27，007 735，192 
500万円か 17，237 350，030 
1，000万同庁 72，449 921，375 
5;000万円グ 19，551 242，288 
1億円グ 36，242 707，476 
10億円グ 53，741 735，694 
50億円 p 40，219 398，744 
100億円 p 152，323 1，823，824 
計 523，159 6，092，217 
業 種 ~Ij 
農林水産業 4，745 85，933 
鉱 業 3，446 104，141 
建 設 業 6，316 355，448 
織 維工 業 35，870 206，227 
化学工 業 63，668 884，692 
鉄鋼金属工業 60，294 627，322 
機 械工業 156，302 884，390 
食料品製造業 101，840 214，751 
出版印刷業 9，750 84，776 
その他製造業 19，658 216，739 
卸 売 業 11，244 418，817 
売 業 1，638 192，446 
料理飲食旅館業 546 123，513 
金融保険業 6，089 96，397 
不 動 産 業 6，857 138，699 
運輸通信公益事業 117，518 1，106，930 
サーピス業 7，299 319，078 
て‘ヲ の 他 1，079 31，918 
計 523，159 6，092，217 
表3から，資本金階級別にみた
特別償却実施額は資本金1億円以
下の企業で26.9%，1億円以上の
企業で73.1%を留保し， 100億円
企業が48.2%を占めているo業種
別にみた実施額は機械工業を筆頭
に運輸通信公益事業，化学工業，
鉄鋼金属工業，となっており，重
化学工業中心のしかも，装置産業，
技術革新度の比較的高い企業にこ
の特別償却が適用されたものとな
っている O しかもこれら上記4業
種の会社数は約16万社で，会社総
数の 20%にも満たず，実施総額
5，232億円中， 3.978億円を留保し
ていることになり，適用対象・範
闘が比較的限定され，かつ巨額な
ものとなっているo
N 
特別償却を含む減価償却費は社
内留保とともに，企業内部資金調
達の重要な源泉であり，各種引当
金・準備金等の非課税留保分にも
同様なことが云いえるo資金調達
源泉の一部としての減価償却費は，
企業がこれを手厚くすることによ
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って企業の資本充実をはかるとともに，償却による設備投資自己資金を可
能な限り自己調達することで企業の資金調達能力を強化しかっ経営の財
務的安定性をも増大せしめる O けれども，この減価償却費の大きさは固定
資産の耐・周年数，償却方法，残存価額算出方法等によって左右され，かつ
インフレーションによる固定資産評価への影響をも無視出来ない。減価償
却による設備更新のための資金調達能力を重視すれば，技術革新によって
招来される経済的陳腐化を考えながら，耐用年数の修正，再評価，資産の
新規取得等に特別償却制度が活用される政策的措置が意味をもつことにな
るけれども，特別償却制度はある特定業種の，特定種類のタイプの資産を
対象に有利な差別的効果を期待する意図があり，通常の減価償却制度の場
合とはその対象と帰属，有効性等に種々の差異があり，かつ償却費の留保
がはたして設備投資資金をして，どのような効果をかっかが検討される必
要がある O また各種の非課税引当金，準備金も企業の資金調達能力を強め
るにどれだけの有効度をもつかも，減価償却費とともに，税制との評価の
みならず，企業や銀行の行動様式，資本市場等，財政・金融政策全般にわ
たって質的量的側面から検討される必要があろう O
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